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県では、これまでの行財政改革大綱に基づき、業務マネ
ジメント改革や青森県庁版ＢＰＲなど、徹底した業務改革
に取り組み、財政健全化を着実に推進してきました。

一方で、平成３０年１２月に現行の「青森県行財政改革
大綱」を策定して以降、新型コロナウイルス感染症のまん
延や急速に進展する社会のデジタル化、自然災害の頻発・
激甚化、加速する人口減少・少子化・労働力不足、物価高
騰など、本県を取り巻く社会環境は急激に、かつ大きく変
化しています。

こうした社会環境の変化や複雑化・高度化する行政課題
に限られた予算・人員で的確に対応するとともに、次期青
森県基本計画の着実な推進を下支えし、県民の声に耳を傾
け、その声を県政に反映させ、県民が主役の県政を実現す
るためには、これまでよりも一段上の改革、いわば「県庁
大改革」を成し遂げる必要があります。
このことを全ての職員が共有し、県民に共感いただくた

め、「青森県行財政改革大綱」を改定するものです。

Ⅰ 策定の趣旨 Ⅱ 行財政改革大綱の基本的な考え方

次期青森県基本計画の着実な推進を下支えし、県民が主役
の県政を実現するため、県庁力の最大化・最適化を図ること
とし、以下の「５つの視点」で行財政改革を進めます。

○ 県庁機能の抜本的な強化と人材の活躍
○ 県庁ＤＸの推進
○ 多様な主体との連携・協働
○ リスク管理機能の充実・強化
○ 持続可能な財政基盤の確立

１ ５つの視点

令和６年度から令和１０年度（５年間）

２ 取組期間

具体的な取組内容を行動計画に取りまとめ、各部局が主体
的に取り組むこととします。
毎年度、知事を本部長とする行財政改革推進本部において

進捗状況を点検するとともに、有識者等で構成する行財政改
革推進委員会から意見をいただき今後の取組に生かします。

３ 推進方法

「県庁大改革」の必要性

１



（１）自然災害等に対する危機管理機能の充実強化
① 災害に強い組織づくり
② 防災ＤＸの強化
③ 感染症等への対応

（２）業務リスクへの対策強化
① 情報セキュリティ対策の強化
② リスクマネジメントの強化

４ リスク管理機能の充実・強化

（３）働き方改革の推進
① 働きやすい環境づくり
② 職員のやりがい・働きがいの向上

（１）柔軟で戦略的な組織体制の構築
① 時代に即した組織体制の構築
② 柔軟に対応する庁内業務の推進

（２）職員力の向上
① 人材の確保
② 職員の能力の活用
③ デジタル人材の育成
④ 研修の充実、効果的な実施

１ 県庁機能の抜本的な強化と人材の活躍

２

Ⅲ 行財政改革大綱の５つの視点

２ 県庁ＤＸの推進

（１）県民サービスのＤＸ
① 行政手続のオンライン化
② キャッシュレス化の推進
③ 契約事務の効率化
④ アナログ規制の見直し
⑤ オープンデータの利活用促進

（２）県庁組織のＤＸ
① 県庁スマートワークの推進
② 内部業務システムの再構築
③ デジタル技術等を活用した業務効率化

（３）ＤＸ推進のための環境整備
① ネットワーク環境の充実・適正化
② 庁内情報システムの充実・適正化
③ 県庁スマートワークに対応する機器の配備

３ 多様な主体との連携・協働

（３）民間活力の活用
① 民間等との連携
② 大学等との連携

（１）広報広聴機能の充実
① 「伝わる」広報の強化
② 対話重視による広聴の推進

（２）市町村との連携の推進
① 市町村との連携
② 市町村ＤＸの支援

5 持続可能な財政基盤の確立

（１）財政健全化の推進と安定的かつ機動的な財政運営
① 中長期的視点に立った財政運営
② 財源確保の取組

（２）県有資産マネジメントの推進
① 公共施設等の長寿命化の推進
② 時代に即した公共施設等の整備・機能確保
③ 県有財産の有効活用等



１ 県庁機能の抜本的な強化と人材の活躍

社会環境の変化や複雑化・高度化する行政課題に的確
に対応し、県の施策をこれまで以上に効果的・効率的に
推進するため、組織体制の強化を図るとともに、その土
台となる人材の確保・育成や働き方改革を推進し、職員
一人一人が活躍できる環境づくりを進めます。

３

Ⅲ 行財政改革大綱の５つの視点

突発的・緊急的な事案、多分野にまたがる事案等に
対しては、物価高騰緊急対策本部など、部局横断的な
プロジェクトチームの設置により機動的に対応するほ
か、職員の柔軟な配置による業務の平準化、組織力の
強化を図ります。

（２）職員力の向上

多様な職員採用制度やインターンシップを効果的に
活用し、主体的かつ果敢に挑戦する意識を持った優秀
な人材を確保します。

社会環境の変化等を踏まえ、時代に即した「青森県人
材育成方針」の見直しを行い、定年引上げによる高齢期
職員を含め、全ての職員が意欲を持って能力を最大限に
発揮できるよう、職員の能力向上・活用に取り組みます。

（１）柔軟で戦略的な組織体制の構築

「青森県デジタル人材育成方針（仮称）」を策定し、
業務改革に主体的に取り組む意識の醸成、全職員のデ
ジタルスキルの向上に取り組みます。

①時代に即した組織体制の構築

②柔軟に対応する庁内業務の推進

①人材の確保

②職員の能力の活用

③デジタル人材の育成

県が重点的に取り組む施策と連動させるため、次
期青森県基本計画の政策テーマに連動した組織体制
とすることや、国の省庁再編の動きなどを踏まえな
がら、社会環境の変化等に応じて機動的かつ柔軟に
見直しを行い、時代に即した組織機構を構築します。

具体的には、少子化対策について、国における
「子ども家庭庁」の取組等を踏まえながら「青森モ
デル」の確立に向けて取り組む組織の新設をはじめ、
国内外をつなぐ交流・物流や販路開拓・拡大、労働
力確保とＤＸの推進による生産性向上、再生可能エ
ネルギーの推進と自然環境との共生などに重点的に
取り組んでいく体制を構築するとともに、これらの
取組が県民に伝わり、県民の声を反映していくため
の広報広聴機能の強化などを行います。



４

Ⅲ 行財政改革大綱の５つの視点

（３）働き方改革の推進

①働きやすい環境づくり

②職員のやりがい・働きがいの向上

執務環境の改善に努めるほか、育児休業の取得促
進、在宅勤務制度の拡充、フレックスタイム制度の
導入など多様な働き方を可能にし、職員のワーク・
ライフ・バランスを推進します。

職員がやりがいを持って前向きに業務に取り組め
るよう、特に若手職員の声を聞きながら、モチベー
ションアップのための取組を進めます。
また、職員の心身の健康対策を講じるほか、ハラ

スメントゼロの取組を進め、風通しの良い職場環境
を作ります。

職員が常に学び続け、行政ニーズ等に的確に対応す
るため、派遣研修を含む職場内外の研修を継続的に見
直し・充実させ、変化する時代への意識改革や業務能
力向上など効果的な研修を実施します。

④研修の充実、効果的な実施



５

Ⅲ 行財政改革大綱の５つの視点

２ 県庁ＤＸの推進

社会における急速なデジタル化の進展を踏まえ、今年
度策定される「（仮称）青森県ＤＸ推進プラン」と歩調
を合わせ、業務そのものの変革をめざす県庁ＤＸを強力
に推進することとし、県民サービスの向上を図るととも
に、市町村や事業者等の取組を力強くけん引していきま
す。

①行政手続のオンライン化

（１）県民サービスのＤＸ

各種行政手続のオンライン化を進め、県民や事業
者の負担軽減・利便性向上を図ります。

②キャッシュレス化の推進

使用料・手数料などの公金収納において、クレ
ジットカード・電子マネー等のキャッシュレス決済
を幅広く導入し、県民サービスの向上に取り組みま
す。

電子契約を促進し、県・事業者双方の事務負担の
軽減・利便性向上を図ります。

➂契約事務の効率化

④アナログ規制の見直し

⑤オープンデータの利活用促進

目視や実地監査などが義務付けられているアナ
ログ的な規制を見直し、県民・事業者の利便性向
上・事務負担の軽減に取り組みます。

公共データのオープン化を進め、データを活用
した県民の利便性向上や県内企業の新事業創出等
に貢献します。



６

Ⅲ 行財政改革大綱の５つの視点

（２）県庁組織のＤＸ

①県庁スマートワークの推進

行政文書のペーパーレス化や会議のオンライン化、
在宅勤務等のテレワークの拡大など、ＩＣＴを活用し
た時間や場所を選ばない柔軟な働き方（スマートワー
ク）を推進し、業務の効率化、県民サービスの向上に
取り組みます。

これまでの「青森県庁版ＢＰＲ」の取組を継承・
進化させるとともに、生成ＡＩやノーコードツール
など新たなデジタル技術を活用し、業務の効率化を
進めます。

財務会計システムの更新、電子決裁機能付き文書管
理システムの導入など、業務の効率化やペーパーレス
化を支える基盤を整備します。

②内部業務システムの再構築

③デジタル技術等を活用した業務効率化

（３）ＤＸ推進のための環境整備

①ネットワーク環境の充実・適正化

②庁内情報システムの充実・適正化

③県庁スマートワークに対応する機器の配備

本庁舎、合同庁舎、出先機関等、拠点間のネット
ワーク環境を適正化し、全ての所属で円滑に庁内情報
システムが利用できる環境を整備します。

安全性と利便性の両立をめざしたセキュリティ基盤
の適正化を実施し、オンライン会議等庁内情報システ
ムの充実を図ります。

業務用パソコンのモバイル端末化や全庁LANへの無
線LAN導入、テレワーク環境の拡充等を図ります。



３ 多様な主体との連携・協働

７

（２）市町村との連携の推進

包括連携協定などを活用し、民間企業等が有する資
源やノウハウを生かした施策の推進に取り組みます。

（１）広報広聴機能の充実

４０市町村長とのホットライン構築をはじめ、様々
な分野において、県・市町村の職員同士のコミュニ
ケーションを密にし、日常的に課題を共有するなど、
市町村との連携を強化します。

Ⅲ 行財政改革大綱の５つの視点

①市町村との連携

➁市町村ＤＸの支援

①民間等との連携

（３）民間活力の活用

①「伝わる」広報の強化

②対話重視による広聴の推進

県民が主役の県政の実現を図るため、行政課題の把握
や施策の立案にあたっては、県民との対話を重視し､県民
の声が届く県政を推進するとともに、市町村や民間等の
多様な主体との連携・協働を進めます。

県政に関する情報が「県民に伝わる」ことを重視し、
SNS等を活用した戦略的・効果的な広報活動を展開し
ます。

知事自らが県民のもとに出向く県民対話集会を開催
するとともに、職員が県民の声に耳を傾け、県民の声
が県政に反映されるよう、積極的な広聴活動を推進し
ます。

課題やニーズの把握、新たなデジタル技術の提案、
共同運用の検討など、市町村が行う業務改革やＤＸの
取組を支援します。

②大学等との連携

若者の県内定着や地域課題への対応、研究開発分野
などにおいて、大学等との連携・協働に取り組みます。



４ リスク管理機能の充実・強化

自然災害や感染症など、県民の安全・安心や県の業

務運営に支障をきたす恐れのある様々なリスクに対し
柔軟かつ機動的に対応するため、一層のリスク管理機
能の充実・強化を図ります。

８

（１）自然災害等に対する危機管理機能の充実強化

業務継続計画の適正な運用を図るとともに、関
係機関と連携し、様々な事象を想定した災害対応
訓練や研修等を実施します。

災害発生時において、県民一人一人がより適切
に防災情報を入手することができる仕組みを検討
するほか、県・市町村・消防・警察・自衛隊など、
多くの情報を一元化し共有できる「青森県総合防
災情報システム」の更なる活用を図ります。

次の感染症の発生・まん延に備え、「青森県感染症
予防計画」に基づき病床確保などの医療体制の構築や
医療従事者等の人材育成に取り組みます。
また、高病原性鳥インフルエンザの発生に備え、防

疫演習や円滑な防疫体制の構築に取り組みます。

（２）業務リスクへの対策強化

内部統制に関する方針に基づき、継続的に自己評
価を行い、リスクの低減を図るとともに、県の業務
運営に支障をきたす恐れのある新たなリスクに備え、
職員研修等を通じ、リスクマネジメントの強化を図
ります。

インターネットからのサイバー攻撃や情報流出な
どを防止し、庁内ネットワーク及び情報システムの
強靱性確保に取り組むとともに、情報セキュリティ
ポリシーに基づく情報セキュリティ監査の実施や情
報リテラシー教育を徹底します。

Ⅲ 行財政改革大綱の５つの視点

①災害に強い組織づくり

②防災ＤＸの強化

③感染症等への対応

①情報セキュリティ対策の強化

②リスクマネジメントの強化



5 持続可能な財政基盤の確立

中長期的視点に立ち、財政健全性を確保するととも

に、重要な経営資源である公共施設等の整備・長寿命化
・有効活用に取り組みます。

９

（１）財政健全化の推進と安定的かつ機動的な財政運営

（２）県有資産マネジメントの推進

「青森県公共施設等総合管理方針」に基づき、公共
施設等を重要な経営資源ととらえ、長寿命化を推進す
るとともに、維持管理・更新等に係る経費の節減を図
ります。

有用性の低い施設について積極的な処分に努めると
ともに、県有施設等の有効活用・最適利用を更に推進
します。

Ⅲ 行財政改革大綱の５つの視点

①中長期的視点に立った財政運営

②財源確保の取組

①公共施設等の長寿命化の推進

②時代に即した公共施設等の整備・機能確保

③県有財産の有効活用等

少子化対策をはじめとする本県の緊急かつ重要な課
題等へ適切に対応し、県民経済に貢献していくため、
施策の重点化等の取組を通じ、持続可能な財政運営に
努めます。
また、不測の事態等への機動的な対応を図るため、

基金の確保に努めるとともに、各種財政指標を注視し
ながら、財政健全性の確保に取り組みます。

県税収入の確保・充実、国の補助金等の積極的な活
用、受益者負担の適正化、地方税財源の確保・充実に
向けた国への提言・要望など、あらゆる場面における
財源確保や税財源の涵養に取り組みます。

社会環境の変化や時代のニーズに対応するため、市
町村とも連携し、国の補助金をはじめ必要な財源を確
保しながら、インフラ整備や公共建築物の集約化、脱
炭素化、ユニバーサルデザイン化など、時代に即した
公共施設等の整備・機能確保を計画的に推進します。
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